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「交通重点政策２０２３－２０２４」の政策実現に向け 

 

ＪＲ連合は４月 20日、国土交通省鉄道局に対する要請行動及び意見交換を実施した。

今回の要請行動には産業政策委員会メンバーを中心に 14 名が出席し、「交通重点政策

2023－2024」に掲げた主要課題について各単組の実態を踏まえた主張を行い、鉄道局の

実務担当者との活発な意見交換を行った。 
 

冒頭、ＪＲ連合を代表して挨拶に立った上村良成産業政策委員長（ＪＲ西労組中央執

行委員長）は「地域公共交通活性化再生法改正や社会資本整備総合交付金の地域公共交

通への予算配分など、地域公共交通に係る画期的な取り組みが進められている。我々も

国から助言を頂きながら、政策課題解決に取り組みたい」と述べた。 

これに対し、鉄道局の土田宏道総務課鉄道サービス政策室長は「鉄道の高い安全性と

サービス水準を現場で

支える皆様に敬意を表

する。鉄道を取り巻く

課題は多岐にわたる

が、鉄道を将来どんな

産業にするかを見据

え、政策を推進してま

いりたい」と応えた。 
 

◆ 各単組の実情や現場の実態を訴え、理解を求める ◆ 
 

意見交換では、出席者が「災害からの復旧を含む持続可能な地域公共交通のあり方」

「昨今の燃料費高騰などを反映させる柔軟な運賃・料金設定」「技術開発や省力化・省人

化の推進」「貨物鉄道へのモーダルシフト」「高速鉄道・新幹線ネットワークの構築」等

の課題や要望について、各単組の実情や現場実態を踏まえ発言。国

土交通省からは課題認識や取り組みの進捗について丁寧に回答が

示され、相互に理解を深めた。 
 

ＪＲ連合は同日、すべての国会議員に対する「交通重点政策 2023

－2024」の配布行動を実施。今後、鉄道局以外の関係省庁・局への

説明や「21 世紀の鉄道を考える議員フォーラム」加入議員及び各

級機関での学習会に活用し、ＪＲ連合が掲げる政策の実現に向け

取り組んでいく。 

土田室長（左）に要請書を手交する上村産業政策委員長（右） 


